
 

国民健康保険の国庫負担抜本的引き上げや 

出産手当・傷病手当の予算措置を行うことを求める意見書 

 

２０２１年６月、国保運営方針に「保険料水準の統一」と「市町村独自の法定外繰入の解消」を

明記させる「国民健康保険法の一部改正案」が成立した。この動きにたいして、全国市長会・全国

町村会は、「地方分権の趣旨に反する」「国が一方的に論議を押し付けることは受け入れられない」

と批判し、全国知事会も社会保障審議会医療保険部会で、「具体化にあたっては、地方との十分な

論議が必要で、強制すべきでない」と意見をあげている。市町村の自主性を堅持するためにも、国

民健康保険に対する国の財政支援は重要である。 

医療費に占める国庫補助金の割合は、１９８２年には５０％あったが、２０２２年度は３７．１％

となっており、国民健康保険制度の安定化のためには国庫負担の抜本的増額は不可欠である。 

 

また、国民健康保険法では、保険者は（中略）傷病手当金の支給その他の保険給付を行うことが

できるとしており、保険者に委任される任意給付となっている。傷病手当支給制度は、新型コロナ

ウイルス感染症対策として、２０２０年に国民健康保険での制度が作られた。しかし、多くの市町

村では事業主は対象外であることや新型コロナウイルス感染症以外の傷病については対象となっ

ていないことなど、恒常的な制度とすることが求められる。 

出産手当制度に関しては、上記「国民健康保険法の一部改正」では、参院で附帯決議が採択され、

「少子化対策等の観点を踏まえ、財源や保険料負担の在り方等も勘案しつつ、出産に関する保険料

における配慮の必要性や在り方を検討すること」という項目が明記された。 

以上のことから、国において次の事項の改善を求める。 

 

1.国民健康保険の国庫負担を抜本的に引き上げ、市町村が保険料（税）を引き上げることのないよ

う、十分な保険者支援を行うこと。 

2.国民健康保険に出産手当金を給付できるよう予算措置を行うこと。 

3.国民健康保険の傷病手当金に事業主を加え、対象傷病を新型コロナウイルス感染症に限定しない

恒常的な制度とするよう予算措置を行うこと。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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